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官庁施設の建築保全行政の動向

２０２３年

第１回 保全業務マネジメントセミナー



○ 官庁営繕部では、「官公庁施設の建設等に関する法律（官公法）」に基づき

① 施設整備（特殊な施設等を除く官庁施設対象）

② 各省各庁への指導・監督、基準の設定（全官庁施設対象）

を実施。

官庁営繕部の業務

01 総理大臣官邸

02 中央合同庁舎8号館

03 京都国立博物館平成知新館

04 仙台合同庁舎B棟

05 国際子ども図書館増築棟
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位置・規模・構造並びに保全の基準の設定位置・規模・構造並びに保全の基準の設定

営繕計画書に関する意見書の送付営繕計画書に関する意見書の送付

勧告勧告

保全の実地指導保全の実地指導

官庁施設に関する保全の設定官庁施設に関する保全の設定

指導・監督指導・監督

総理大臣官邸 図書館
中央合同庁舎 博物館
地方合同庁舎 国際会議場
一般庁舎 社会福祉施設
試験研究機関 迎賓館
研修施設 博覧会政府館 等

総理大臣官邸 図書館
中央合同庁舎 博物館
地方合同庁舎 国際会議場
一般庁舎 社会福祉施設
試験研究機関 迎賓館
研修施設 博覧会政府館 等

国会議事堂
特別会計
刑務所
特殊な防衛施設
小規模営繕 等

官庁施設の整備官庁施設の整備
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総施設数

12,685施設
庁舎

7,729 

庁舎以外

4,956 

合同庁舎
418 

単独庁舎
6,818 

国会関係施設

裁判所関係施設
493 

宿舎
3,967 

刑事施設等収容施設

自衛隊関係施設

その他

989

総延べ面積

約48,061千㎡

庁舎

約19,724

千㎡

庁舎以外

約28,336

千㎡

合同庁舎

約4,479千

㎡

単独庁舎

約12,552千㎡

国会関係施設

裁判所関係施設

約2,693千㎡宿舎

約10,338千㎡

刑事施設等収容施設

自衛隊関係施設

その他

約17,998千㎡

官庁施設のストック（施設数と面積）

施設数は、約１３，０００施設、延べ面積は、約４，８００万㎡（２０２２年３月末現在）
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建築年次別の官庁施設ストック

高度成長期（１９５４～１９７３）
☝多極分散型国土形成促進法
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建築年次別施設面積

経年別延べ面積割合

10年未満
7.7%

10～20年未満
19.0%

20～30年未満
24.3%30～40年未満

16.0%

40～50年未満
15.3%

50年以上
17.7%

49.0%

○ 建設後３０年以上の施設は、延べ面積割合で４９％

○ 多極分散型国土形成促進法（１９８８年）に基づき行政機関の移転を行ったことなどか
ら、築２０年以内の施設も多い。

2022年3月末現在
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○ 建設後３０年以上の施設の割合は年々増加しており、官庁施設ストックの老朽化が着
実に進行。

官庁施設ストックの老朽化
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（参考）公共建築の経年分布状況（H26会議資料）

［建設年度別延床面積（2012年度末時点）］
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国 都道府県 政令市

築40年～
21.4%

築30～40年
14.6%

築20～30年
15.5%

築10～20年
30.0%

～築10年
18.5%

国

築40年～, 

19.5 

築30～40

年, 26.7 
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年, 21.7 

築10～20

年, 22.0 

～築10年, 

8.4 

都道府県

築40年～, 
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築30～40

年, 30.0 
築20～30

年, 22.0 

築10～20

年, 20.5 

～築10年, 

8.4 

政令市

○ 地方公共団体には、昭和４０～５０年代に建設された学校、公営住宅が多く存在する。
○ 国は、多極分散型国土形成促進法に基づき行政機関等の移転を行ったことなどから、

築２０年以内の施設の割合が比較的高い。

6出典：H26.6全国営繕主管課長会議資料

築30年以上

36.0％

（49.0％）

築30年以上

46.2％

築30年以上

47.0％

昭和40年代 昭和50年代

※国の（ ）は、2022.3現在の割合

（7.7％）

（24.3％）

（19.0％）
（16.0％）
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官庁施設の保全の重要性

○ 官庁施設を適正に保全することが必要

○ 点検や修繕等の保全業務を確実に行うことが重要

○ 官庁施設は老朽化が進行

○ 経済・財政状況から「既存ストックの徹底利活用」がより一層求められる
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今後、

◯ 主として地方部では人口・施設需要が縮小、地域的にも偏在

◯ 高齢者、外国人など様々な属性の利用者の割合が変化

◯ デジタル化など行政サービスの提供に関わる方法の変化



官庁施設の保全の実施と目標
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○ 保全の役割分担と実施サイクル

○ 官庁施設の保全の目標

目標１：安全性及び執務環境の確保

目標２：長期的耐用性の確保

目標３：ライフサイクルコストの低減

目標４：環境負荷の低減



効率的な保全の実施のための技術基準

効率的な保全の実施のための

技術基準等

４．官庁施設の適切な利用のための基準類

建築物等の利用に関する

説明書作成の手引き

地球温暖化対策に

寄与するための

官庁施設利用の手引き

官庁施設における

帰宅困難者対応マニュアル

作成の留意事項

３．建築保全業務の発注に関する基準類

建築保全業務共通仕様書

建築保全業務

積算基準

建築保全業務

積算要領

各所修繕費

要求単価

維持管理費

要求単価

建築保全業務

労務単価

１．保全の実施に関する法令等 ２．点検の実施に関する法令等
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○ 施設保全責任者等が施設の保全業務を適正に外部委託する際の契約図書

○ 保全に関する各業務の一般的な業務の項目、標準的に実施される作業内
容、実施周期等を規定

目的、用語の定義、業務現場管理等、第２編以降の実施における共通的な事項を規定。

第１編 総則

建築物等の各部分について、専門的知識を有する者が行う定期又は臨時の点検、保守について規定。

第２編 定期点検等及び保守

中央監視制御装置がある建築物等において、常駐して実施する運転・監視、日常点検保守に関する規定。

第３編 運転・監視及び日常点検・保守

汚れの除去や予防により仕上げ材を保護し、清潔で快適な環境を保つための作業について規定。

第４編 清掃

適正な執務環境を確保するための作業について規定。

第５編 執務環境測定等

施設内の盗難等を警戒、防止する業務について規定。

第６編 警備

建築保全業務共通仕様書の概要 建築保全業務の発注に関する基準類
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建築保全業務積算基準・同要領の概要

○ 建築保全業務積算基準：「建築保全業務共通仕様書」に基づく保全業務を
委託する際に必要な費用を算出するための基準

○ 建築保全業務積算要領：積算基準による費用算定に必要な考え方や標準
歩掛りを規定

： 保全業務に直接従事する技術者の労働力により生じる費用

保全業務費

建物部位別の所要数量 標準歩掛り 労務単価＝ × ×

労務数量

積算基準・要領に基づき算出

～保全業務費の構成～

業務原価 直接業務費 直接人件費

一般管理費等 業務管理費 直接物品費

業務価格

消費税等相当額

直接人件費

（※）

（※）

国土交通省より毎年度公表

建築保全業務の発注に関する基準類
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建築保全業務労務単価

○ 建築保全業務共通仕様書や積算基準等を適用して保全業務を発注する際に、業務委
託費の算定に用いる労務単価

○ 単価は、国交省ホームページにて公表予定（公表日は未定）（最新は令和５年2月版）

○ 全国１０地区の単価を算出（宿直単価は全国一律）

○ 積算基準に規定されている技術者区分毎に算出（１２区分）

○ 労働者に支払われる賃金にかかるものであり、諸経費は含まれていない。

技術者区分

保全技師Ⅰ 保全技師Ⅱ 保全技師Ⅲ

保全技師補 保全技術員 保全技術員補

清掃員Ａ 清掃員B 清掃員Ｃ

警備員Ａ 警備員B 警備員Ｃ

点検・保守及び運転・監視業務（６区分）

清掃業務（３区分）

施設警備業務（３区分）

〇建築保全業務労務単価について

（１）建築保全業務労務単価の構成

建築保全業務労務単価は、次の①～③で構成。

① 日割基礎単価

② 割増基礎単価率

③ 宿直単価

（２）日割基礎単価

日割基礎単価は、正規の勤務時間内に業務を行う場合の１日
（８時間）当たりの単価。

（３）割増基礎単価率

割増基礎単価率は、日割基礎単価に乗じて割増基礎単価を
算出するための率。割増基礎単価は、時間外単価や夜勤単価
を算出するための基礎となる１時間当たりの単価。

（４）宿直単価

宿直単価は、現場に宿直する場合の１回当たり定額単価。

（５）留意事項

本単価は、外注契約における技術者単価や雇用契約における
技術者への支払賃金を拘束するものではない。

建築保全業務の発注に関する基準類
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○ 官庁施設の適正な使用・保全のための基礎資料（設計主旨、使用・保全方法等を記載）

○ 工事の受注者が発注者に提出し、施設の管理者等へ引き渡し

○ 施設の管理者等が維持保全を実施していく上での基礎資料

工事の受注者

（建設会社）

工事の受注者

（建設会社）

工事の発注者

（国交省）

工事の発注者

（国交省）

施設の管理者等

（各省各庁）

【本編】

説明書の提出※

※公共建築工事標準仕様書により提出を義務づけ

（工事請負契約の成果物に含まれる。）

引き渡し

【防災編】

建築物等の利用に関する説明書

工事工事 維持管理

建築物等の利用に関する説明書作成の手引き
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官庁施設の適切な利用のための基準類

１．概要

２．使用の手引き
・設計主旨

・施設概要

・使用条件

・使用方法 等

３．保全の手引き
・保全の概要

・保全の方法

・点検対象・周期一覧表 等

４．保全計画
・保全計画の概要

・中長期保全計画

・年度保全計画

５．保全台帳
・保全台帳の概要

・建築物等の概要

・点検及び確認記録

・修繕履歴

・その他の項目の記録

１．概要

２．想定される災害等

３．非常時の使用方法

４．ライフライン等設備の緊急点検実施方法
と応急復旧の方法

・ライフライン等設備図
・緊急点検の実施方法及び応急復旧の方法
・業務継続計画のために考慮すべき事項
・非常時に備えた訓練



公共建築相談窓口

国土交通省では、公共建築に関する技術的な相談を幅広く
受付けるための窓口を全国（本省・整備局等）に設置。

公共建築の保全のほか、設計・工事の発注、各段階のマネ
ジメント業務、老朽化対策、官庁営繕に関する技術基準の
運用等、幅広く対応。

※公共建築相談窓口(国土交通省HP）

https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000016.html 

保全に関するパンフレット

保全業務の適正化に向けた支援

国土交通大学校

建築保全企画研修の

研修員を募集中！
～建築物の保全の考え方や

長寿命化に向けた幅広い

知識を総合的に修得！～

期間：令和5年7月24日(月)

～8月 3日(木) 9日間

（オンライン：7／24～7／28
集合：7／31～8／3）

場所：オンライン期間は、官署等で

受講。集合期間は、国土交通

大学校小平本校（東京都小平

市喜平2-2-1）

詳細は、国土交通大学校ホーム

ページ（https://www.col.mlit.go.jp/）

から「研修紹介」の「令和５年度募集

状況一覧（本校）」をご覧下さい。

募集期間終了。https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk6_000046.html
内の各種パンフレット
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